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こどもまんなか実行計画 2025（抜粋） 

令和７年６月６日こども政策推進会議決定 

 

第２章 こども施策に関する重要事項 

１ ライフステージを通した重要事項 

（４）こどもの貧困対策 

 

（教育の支援） 

 

幼児教育・保育の無償化【後掲】 

 

生活困窮者自立支援制度 子どもの学習・生活支援事業 

貧困によってこどもの将来が閉ざされることがないよう、こどもの将来の自立を後押しす

るため、生活保護世帯を含む生活困窮世帯のこどもとその保護者を対象に、学習支援や生活

習慣・育成環境の改善に関する助言、進学や就労といった進路選択に関する情報提供・助言、

関係機関との連絡調整など、きめ細やかで包括的な支援を行う。【厚生労働省】 

 

子どもの進路選択支援事業 

被保護世帯の子ども及び当該子どもの保護者に対し、アウトリーチ等により学習・生活環

境の改善、進路選択、奨学金の活用等に関する相談・助言を行う。【厚生労働省】 

 

ひとり親家庭及び低所得子育て世帯のこどもの学習支援 

ひとり親家庭や低所得子育て世帯等のこども特有の課題に対応し、貧困の連鎖を防止する

観点から、学校や放課後児童クラブ等の終了後に、ひとり親家庭や低所得子育て世帯等のこ

どもに対し、児童館・公民館・民家等において、学習支援を行うことにより、ひとり親家庭

や低所得子育て世帯等のこどもの生活の向上を図る。また、大学等受験料、模試費用の補助

を行うことで、ひとり親家庭や低所得子育て世帯のこどもの進学に向けたチャレンジを後押

しするとともに、各学習支援の場に、必要に応じて個別学習支援員を配置できるようにする。

【こども家庭庁】 

 

義務教育段階の就学援助の実施 

学校教育法第 19 条の規定に基づき、市町村が義務教育段階における就学援助を実施して

おり、国においては、国庫補助事業を実施するほか、市町村が行う就学援助の取組の参考と

なるよう、就学援助の実施状況等を定期的に調査・公表することで、各市町村における就学

援助の適切な運用を促すとともに、就学援助が必要な世帯に活用されるよう、各市町村にお

けるきめ細かな周知・広報等の取組を促す。【文部科学省】 

資料２ 
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高校生等への修学支援による経済的負担の軽減 

全ての意志ある高校生等が安心して教育を受けられるよう、高等学校等の授業料を支援す

る高等学校等就学支援金制度等を着実に実施する。また、授業料以外の教育費負担を軽減す

るため、低所得世帯の高校生等に対する支援として創設された高校生等奨学給付金について

も、着実に実施することにより、低所得世帯への支援の充実を図る。さらに、高等学校等を

中途退学した後に、再び高等学校等に入学して学び直す者に対する修学支援を実施する。あ

わせて、これらの修学支援が必要な世帯に利用されるよう、高等学校等就学支援金と高校生

等奨学給付金のリーフレットを一体で配布するなど、生徒等やその保護者と関わる機会の多

い教職員に対しての情報提供も含め、周知等に取り組む。【文部科学省】 

 

高等教育費の負担軽減【後掲】 

 

進学・就職準備給付金 

 貧困の連鎖を断ち切り、生活保護世帯のこどもの自立を助長するため、大学等に進学する

際や就職して自立する際に、進学・就職準備給付金を支給する。【厚生労働省】 

 

大学進学の際に住宅扶助を減額しない措置 

 生活保護世帯のこどもの大学等への進学を支援するため、平成 30 年度から、自宅から大

学等に進学する者を世帯分離したときに住宅扶助費の減額をしない措置を行う。【厚生労働

省】 

 

高校中退者等への学習相談・学習支援等の提供・実施 

高校中退者等を対象に、地域資源（高校、地域若者サポートステーション、ハローワーク

等）を活用しながら社会的自立を目指し、高等学校卒業程度の学力を身に付けられるための

学習相談及び学習支援並びに就労支援等を地方公共団体において提供・実施する。併せて、

事業の全国展開を見据え好事例のノウハウ共有・横展開を図る。【文部科学省】 

 

国立青少年教育振興機構における「青少年の『自立する』力応援プロジェクト」を通じた体

験や遊びの機会の確保 

こどもの体験の機会の格差が生じないようにするため、困難な環境にあるこどもを対象に、

「生活・自立支援キャンプ」の実施や「子どもゆめ基金」助成事業における経済的負担の軽

減など、こどもたちの生活習慣の確立や体験活動の充実のための支援を行う。【文部科学省】 

 

（生活の安定に資するための支援） 

 

円滑な食品アクセスの確保の推進 

貧困の状況にあるこどもやひとり親家庭等を含めた経済的に困窮している者の食品アク

セスの確保を図るため、フードバンク・こども食堂等への多様な食料の提供を円滑にする地
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域の体制づくりを推進するとともに、フードバンク・こども食堂等の機能強化に向けた支援

を行う。加えて、関係省庁が連携し、食品アクセスの確保に関する支援策を取りまとめ、そ

の活用を促進するほか、先進的な事例やノウハウの収集・普及を通じて、政策効果の更なる

波及を促進する。【農林水産省、内閣府、消費者庁、こども家庭庁、厚生労働省】 

 

こどもの生活支援の強化 

多様かつ複合的な困難に直面しているこどもたちに対し、既存の福祉・教育施設に加え、

地域にある様々な場所を活用して、安心安全で気軽に立ち寄ることができる食事等の提供場

所を設ける等の取組を通じて、支援を必要とするこどもを早期に発見し、行政等の適切な支

援につなげる仕組みをつくることにより、こどもに対する地域の支援体制を強化する。【こ

ども家庭庁】 

 

ひとり親家庭に対する子育て・生活支援 

ひとり親家庭等が修学や疾病、就業等により生活援助、保育等のサービスが必要となった

際に家庭生活支援員による支援を行うことで、ひとり親家庭の生活の安定を図る。また、離

婚前後において、一定期間、母子生活支援施設等を活用し、離婚後の住まい・就業の支援や、

同居する親子関係の再構築を含めた家庭・生活環境を整える支援を行う。さらに、自立に向

けて意欲的に取り組む児童扶養手当受給者に対する住宅の借上げに必要となる資金の貸付

けを推進する。【こども家庭庁】 

 

生活困窮者自立支援制度 

子育て世帯を含めた経済的に困窮する世帯の生活の安定に資するための支援として、生活

困窮者自立支援法に基づき、全国の福祉事務所設置自治体に相談窓口（自立相談支援機関）

を設置し、複雑かつ多様な課題を背景とする生活困窮者に対し、生活保護に至る前の段階で、

自立に向け、以下の各種支援を実施する。 

・住居確保給付金（就職のために住居を確保する必要がある者に対し、就職活動中に家賃相

当額を原則３か月、最大９か月支給。家計改善のために新たな住居を確保する必要がある

者に対し、転居費用を支給。） 

・就労準備支援事業（生活リズムが崩れている、他者とコミュニケーションを取ることが難

しいなどの理由により直ちに一般就労を行うことが困難な者に対し、日常生活での自立に

関する支援から一般就労に向けた基礎能力・知識の習得まで一貫した支援を実施。） 

・認定就労訓練事業（認定を受けた社会福祉法人等の自主事業として、一般就労に就く上で

まずは柔軟な働き方をする必要がある者に対し、その者の状況に応じた支援付き就労の機

会を提供するとともに、就労に必要な能力向上のために必要な訓練等を実施。） 

・家計改善支援事業（生活困窮者に対し、家計の状況の把握や家計改善の意欲を高めること

を支援。） 

・居住支援事業（住まいに困難を抱える生活困窮者に対し、一時的な衣食住の提供や、地域

で安定した生活を送れるよう、一定期間の見守りや生活支援を提供。） 
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・子どもの学習・生活支援事業（再掲） 

また、地域の関係団体等と連携し、協働して地域づくりを行いながら、生活困窮者の早期

発見や包括的な支援につなげる。【厚生労働省】 

 

（保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援） 

 

被保護者に対する就労支援 

被保護者就労支援事業において、被保護者の就労支援に関する問題について、福祉事務所

に配置された就労支援員が被保護者の相談に応じ、必要な情報提供及び助言を行う。【厚生

労働省】 

被保護者就労準備支援事業において、雇用による就業が著しく困難な被保護者に対し、就

労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。また、令和７年度から、生活困

窮者向けの就労準備支援事業を生活保護受給者も利用できることとし、事業の利用を促進す

る。【厚生労働省】 

 

生活保護受給者等就労自立促進事業 

生活困窮者や生活保護受給者等への就労支援について、ハローワークと福祉事務所等が連

携した支援を実施する。【厚生労働省】 

 

ひとり親家庭の就労支援 

ひとり親家庭の自立を促進すべく、就業相談から就業情報の提供等までの一貫した就業支

援サービスや個々のひとり親家庭のケースに応じた自立支援プログラム策定など、きめ細か

な支援に取り組む。また、看護師等の資格取得を目指すひとり親家庭の父母に対する給付金

制度（高等職業訓練促進給付金制度）やひとり親家庭の父母の主体的な能力開発の取組を支

援する自立支援教育訓練給付金による自立促進のための支援を着実に実施するとともに、就

職又は転職の準備段階から就職先の決定及び就職後のフォローアップまでの一体的な支援

を行うモデル事業を実施し、成果を横展開する。そのほか、ひとり親を雇い入れ、人材育成・

賃上げに向けた取組を行う企業に対する支援を引き続き行い、自立のタイミングまで継続し

た支援を行う。【こども家庭庁、厚生労働省】 

 

希望する非正規雇用労働者の正社員転換 

より安定した働き方やスキルアップのため、正規雇用で働くことを望む非正規雇用労働者

に対しては、キャリアアップ助成金による正社員への転換に取り組む事業主への支援、在職

中の非正規雇用労働者に対するリ・スキリング支援やハローワークにおける担当者制による

きめ細かな就労支援を行う。【厚生労働省】 

 

マザーズハローワークにおける就労支援 

 子育て中の女性等に対する就職支援を行うため、「マザーズハローワーク」「マザーズコー



 

5 

 

ナー」を設置し、求職者の状況に応じた支援を行う。【厚生労働省】 

 

生活が困難な状態にある保護者を含む保護者の就労支援に資する公的職業訓練の実施 

ハローワークの求職者のうち、就職のために職業訓練が必要な者に対して無料の公的職業

訓練を実施し、希望する仕事に就くために必要な職業スキルや知識等の習得を支援する。ま

た、母子家庭の母及び父子家庭の父の特性に応じたコースを実施するとともに、育児等で時

間的制約のある求職者も受けやすいよう、ｅラーニングコースや託児サービス付きの訓練コ

ース等を実施する。【厚生労働省】 

 

男性の育児休業取得支援等を通じた「共働き・共育て」の推進【後掲】 

 

育児期を通じたニーズに応じた柔軟な働き方の推進【後掲】 

 

長時間労働の是正【後掲】 

 

（経済的支援） 

 

ひとり親家庭への経済的支援 

ひとり親家庭等が、人生の様々な場面において、必要となる資金の貸付けを受けることが

できるよう取り組む。また、児童扶養手当を支給し、ひとり親家庭等の生活の安定と自立の

促進を図る。【こども家庭庁】 

 

養育費確保支援 

 離婚前後の父母に対し、養育費・親子交流の取決め等について学ぶ講座の開催や公正証書

の作成支援、養育費・親子交流の取決め等に関する弁護士への相談に関する支援や心理担当

職員によるカウンセリング支援、同行支援等を行い、離婚後もこどもが安定した生活を送る

ことができるよう支援する。【こども家庭庁】 

 

義務教育段階の就学援助の実施【再掲】 

 

高校生等への修学支援による経済的負担の軽減【再掲】 

 

高等教育費の負担軽減【後掲】 

 

（必要な支援の利用を促す取組） 

 

相談支援体制の強化 

ひとり親家庭が必要な支援につながり、自立に向けた適切な支援が受けられるよう、ＩＴ
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機器等の活用を始めとしたひとり親家庭等のワンストップ相談及びプッシュ型の支援体制

の構築・強化を図る。また、就業支援専門員を配置し、母子・父子自立支援員と連携・協力

しつつ、必要に応じて、母子・父子自立支援員が弁護士や臨床心理士等の専門職種のバック

アップを受けながら相談支援を行うことで、相談窓口のワンストップ化を図る。さらに、同

行支援や継続的な見守り支援等、個々の家庭に寄り添った相談対応を行う。【こども家庭庁】 

 

地域におけるこども・若者支援のための体制整備 

子ども・若者支援地域協議会の地方公共団体における整備を促進するとともに、要保護児

童対策地域協議会との連携を含めた機能向上等に向けた取組を推進する。【こども家庭庁】 

 

虐待・貧困により孤立し様々な困難に直面する学生等へのアウトリーチ支援の充実 

親からの虐待や貧困家庭であることに起因して孤立し、生活困窮や心身の不調等の様々な

困難に直面する学生等に対し、生活援助物資をアウトリーチ型で届けることをきっかけとし

て、更なる相談支援につなげる地方公共団体の取組を推進する。【こども家庭庁】 

 

支援対象児童等見守り強化事業による見守り体制の強化 

市町村の要保護児童対策地域協議会が中核となり、訪問による食事提供等の支援を行う民

間団体等も含めた様々な地域ネットワークを総動員し、支援ニーズの高いこども等の状況を

把握しながら見守り、必要な支援につなげることができる体制の強化を推進するとともに、

こども自身が申請できる仕組みや、都道府県を介した中間支援法人としての実施形態を導入

し、より多くの支援を必要とするこどもを把握し支援につなげる体制強化を図る。【こども

家庭庁】 

 

教育相談体制の充実 

 様々な課題を抱えるこどもに対し、心理・福祉の専門家であるスクールカウンセラー・ス

クールソーシャルワーカー等の配置を充実し、学校におけるチームでの教育相談体制の充実

を促進する。また、こどもが全国どこからでも、夜間・休日を含めて、いつでも悩みを気軽

に相談することができるよう、電話・ＳＮＳ等を活用した教育相談体制の強化を進めるとと

もに、相談状況を分析し、解決や予防につながるよう取り組む。【文部科学省】 

 

（こどもの貧困に対する社会の理解促進） 

 

官公民の連携プロジェクト・国民運動の展開 

こどもの未来応援基金を通じたこどもに寄り添った活動を実施する民間団体への支援、支

援を実施したい民間企業と支援を必要とする民間団体のマッチング等、「こどもの未来応援

国民運動」を推進する。【こども家庭庁】 
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３ 子育て当事者への支援に関する重要事項 

（１）子育てや教育に関する経済的負担の軽減 

 

（幼児期から高等教育段階まで切れ目のない負担軽減） 

 

幼児教育・保育の無償化 

令和元年 10 月より、３～５歳の保育所等の利用料の無償化を実施するとともに、０～２

歳については住民税非課税世帯を対象として無償化を実施している。引き続き子育て世帯の

負担軽減や、全てのこどもに質の高い幼児教育・保育を受ける機会を確保する。【こども家

庭庁、文部科学省】 

 

（高等教育費の負担軽減） 

 

高等教育費の負担軽減 

高等教育の修学支援新制度等による高等教育費の負担軽減を引き続き着実に実施する。給

付型奨学金と授業料等減免について、令和６年度から、多子世帯や私立理工農系の学生等の

中間層へ対象を拡大し、また、貸与型奨学金については、令和６年度に減額返還制度の年収

要件、月々の返還額の減額割合を見直したほか、授業料後払い制度について大学院修士段階

に導入したところである。このうち、授業料後払い制度については、学部段階への本格導入

に向けた更なる検討を進め、今後の各般の議論を踏まえ、速やかに結論を得る。さらに、令

和７年度からは、第 217 回通常国会において成立した「大学等における修学の支援に関す

る法律の一部を改正する法律」（令和７年法律第 17 号）に基づき、こどもを３人以上扶養

している多子世帯の学生等については、所得制限を設けることなく、国が定める一定の額ま

で授業料・入学金を無償とした。その際、対象学生等に係る学業の要件についても、あわせ

て適正化を行った。加えて、これらの経済的支援が必要な学生等に利用されるよう、周知・

広報に取り組む。特に、高等教育の修学支援新制度については、高校段階のみならず、将来

その支援対象になり得る中学生など義務教育段階からの周知が重要であり、将来の進路選択

の幅を狭めることのないよう、周知を図り、制度の活用を促進する。また、高齢世代の保有

する資産の若い世代への移転を促進し、子育て世代を支援することを目的として、父母・祖

父母が子・孫に対し教育資金に要する費用について一括贈与した場合に 1,500 万円までを

非課税とする措置を引き続き実施するとともに、学生の負担軽減を図るため、入学料を含む

学生納付金について、大学において額の抑制や分割納付等の措置を積極的に講ずるよう要請

する。【文部科学省】 

 

（４）ひとり親家庭への支援 

 

（ひとり親家庭が抱える様々な課題への支援） 
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ひとり親家庭への経済的支援【再掲】 

 

ひとり親家庭に対する子育て・生活支援【再掲】 

 

ひとり親家庭の就労支援【再掲】 

 

ひとり親家庭及び低所得子育て世帯のこどもの学習支援【再掲】 

 

（ひとり親家庭に対する相談支援の強化） 

 

相談支援体制の強化【再掲】 

 

ひとり親支援ポータルサイトの開設・充実 

ひとり親家庭が活用できる支援施策、自治体における取組状況、地域で活動しているひと

り親家庭への支援団体等、利用できる支援等の情報が一目で分かるポータルサイトの作成・

運用を行い、ひとり親が必要な情報にアクセスしやすい環境を整備する。加えて、様々な広

告媒体を活用した広報啓発等を行うことで、ひとり親家庭への支援に関する気運の醸成を図

る。また、当事者に寄り添ったサイトとなるよう地方公共団体やひとり親支援団体等様々な

立場の者から意見を聴取し、充実を図る。【こども家庭庁】 

 

（親子交流の推進と養育費に関する相談支援や取決めの促進） 

 

親子交流支援・養育費確保支援 

こどもが別居親との交流を希望する場合に、こどもの最善の利益のため、こどもの意見や

意向を尊重しながら、安全・安心な親子の交流を行えるよう支援を行う。また、離婚前後の

父母に対し、親子交流・養育費の取決め等について学ぶ講座の開催や公正証書の作成支援、

親子交流・養育費の取決め等に関する弁護士への相談に関する支援や心理担当職員によるカ

ウンセリング支援、同行支援等を行い、離婚後もこどもが安定した生活を送ることができる

よう支援する。【こども家庭庁】 

 

養育費や親子交流に関する周知・広報、調査研究の実施 

養育費及び親子交流の取決めを促進するため、養育費及び親子交流に関する法的な知識を

分かりやすく解説したパンフレットを作成し、全国の市町村において、離婚届書と同時に配

布するなどして、周知・広報を行う。また、共同養育計画の作成に必要な支援や啓発活動の

在り方及び子の意見を適切に反映させるために必要な支援や情報提供の在り方についての

調査研究を、法律の専門家等の外部専門家の知見を活用しながら実施することを検討する。

【法務省】 

 


